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国公私立大学等における民間企業等との共同
研究件数は年々、増加している。2003年度の
9,255件から2007年度には16,211件と、5年間
で75％増となった。

国公私立大学等における民間企業等との共同研究件数の推移

民間企業からの研究費受入額
国公私立大学等における民間企業からの研究

費の受入額は、2003年度の約262億円から、
2007年度には約426億円となっており、5年間で
63％増加している。

国公私立大学等における民間企業からの研究費（共同研究及
び受託研究）受入額の推移
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大学等の共同研究件数

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.132「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 概要版 」
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(N=53)
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2.コンソーシアムなど

大型プロジェクトの推進

3.組織的連携（包括的連携）

4.奨学寄附金

5.教職員による技術相談、技術指導

6.ベンチャー創出・成長支援

7.学生等、ポスドクの企業でのインターンシッ

プ、企業との教育プログラムの共同開発

8.民間企業からの人材

（社会人学生、受託研究員など）の受入れ

9.その他

1位

2位

3位

（書面調査の対象となる産学連携活動の活発な機関）

〇共同研究・受託研究の活動を特に重視

〇2003-2004年当時と比べて、多くの機関でベンチャー支援活動、奨学寄付金が弱まった

（書面調査の対象となる産学連携活動の活発な機関）

〇共同研究・受託研究の活動を特に重視

〇2003-2004年当時と比べて、多くの機関でベンチャー支援活動、奨学寄付金が弱まった

(N=53)

0 5 10 15 20

1.共同研究・受託研究

2.コンソーシアムなど

大型プロジェクトの推進

3.組織的連携（包括的連携）

4.奨学寄附金

5.教職員による技術相談、技術指導

6.ベンチャー創出・成長支援

7.学生等、ポスドクの企業でのインターンシッ

プ、企業との教育プログラムの共同開発

8.民間企業からの人材

（社会人学生、受託研究員など）の受入れ

9.その他

1位

2位

3位

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORTNo.127 「イノベーションシステムに関する調査 第1部 産学官連携と知的
財産の創出・活用」

（特に重視・強化している活動） （2003-2004年当時より弱まっている活動）

１．産学官連携と知財創出等の活動の趨勢

（１）産学連携活動の重点の変化

注：共同研究や特許出願、ベンチャー設立数等で見て産学連携等活動の活発な国公私立大学、独立行政法人計60機関で、平成20年度
大学等発ベンチャーの現状と産学連携の課題に関する調査」への回答があった53機関が対象
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（我が国全体）

◆大学等、特に国立大学における共同研究の

件数は増加基調。受入額も単調に増加

◆独法でも、件数、受入額とも順調に増加

（我が国全体）

◆大学等、特に国立大学における共同研究の

件数は増加基調。受入額も単調に増加

◆独法でも、件数、受入額とも順調に増加

2003年
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ゾン要員・コーディネータ等）の確保・充実

2. 共同研究・受託研究に関する相談窓口・

機能・体制の強化

3. 貴大学等内シーズの把握

4. 企業ニーズの把握

5. 産学のニーズとシーズの

マッチング活動

6. 共同研究・受託研究契約の明確化、

契約業務の簡素化、迅速化

7. 共同研究相手先の選定

（例：地域企業、海外企業との連携強化等）

8. 複数機関が参加する

コンソーシアム型共同研究の推進

9. 包括的・組織的連携の推進

10.その他

(N=60)
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契約業務の簡素化、迅速化

7. 共同研究相手先の選定

（例：地域企業、海外企業との連携強化等）

8. 複数機関が参加する

コンソーシアム型共同研究の推進

9. 包括的・組織的連携の推進

10.その他

(N=60)
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3位

（産学連携活動の活発な機関向け書面調査）

共同研究・受託研究関係の活動の中で

◆2003年当時は多くの機関が「相談窓口・機能・体制の強

化」等機関内体制整備を重視

◆現在は「産学のニーズとシーズのマッチング」等の活動

を重視する機関が多い

（産学連携活動の活発な機関向け書面調査）

共同研究・受託研究関係の活動の中で

◆2003年当時は多くの機関が「相談窓口・機能・体制の強

化」等機関内体制整備を重視

◆現在は「産学のニーズとシーズのマッチング」等の活動

を重視する機関が多い
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１．産学官連携と知財創出等の活動の趨勢

（２）共同研究

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORTNo.127 「イノベーションシステムに関する調査 第1部 産学官連携と知的財産の創出・活用」

注：共同研究や特許出願、ベンチャー設立数等で見て産学連携等活動
の活発な国公私立大学、独立行政法人計60機関が対象。
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部 産学官連

携と知的財産の創出・活用」

(N=493)

その他, 9

地域社会と大

学等の交流の
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24
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ＰＲ効果, 20
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研究開発能力

向上、人材養

成, 158

新技術・新製

品の創出, 227

特にない, 7

産学連携活動による外部的な効果

注：産学連携等活動の活発な国公私立大学、独立行政法人計60機関に所属する産学連携等の活動が活発な
研究者（機関あたり10名程度）を対象とした。



36出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部
産学官連携と知的財産の創出・活用」

(N=486)
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4. 連携先企業との知財の権利の扱いや知財活動に

関わるルールの整備・運用

5. 利益相反に関するルールの整備・運用

6. 研究者自身のモチベーションの維持

7. 自身のアカデミックな研究と産学連携活動とのバ

ランス

8. 連携先企業の技術力・知識の活用

9. 機密情報等の取り扱いに関する連携先企業との

意識の相違

10. 産学官連携担当部門の人材の充実度、マネジメ

ント能力

11. 所属機関の事務処理能力

12. 産学連携活動に対する機関内の評価

13. 特になし

14. その他
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産学連携活動で研究者が認識している問題点

注：産学連携等活動の活発な国公私立大学、独立行政法人計60機関に所属する産学連携等の活動が活発な
研究者（機関あたり10名程度）を対象とした。
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部 産学官連携と知

的財産の創出・活用」
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私立大学の共同研究件数と受入額の推移

注： 全体は、5年累計で1件以上の実績を有する大学のみを加算。

国立大学の共同研究件数と受入額の推移

注：国立大学法人と私立大学の全体数と、共同研究や特許出願、ベンチャー設立数等で見て産学連携等活動の活発な機関（国立大
学35法人、私立大学20機関）を比較した。 全体は、5年累計で1件以上の実績を有する大学のみを加算。
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.133「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.133「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」
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40出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.133「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」
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増えている 変わらない 減っている

 

71.9 27.7 0.4
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回答企業計

積極的に進める 現状維持 減らす予定である

ｂ．今後の連携の意向

注：1研究開発を行っている大手企業1,009社を対象とし、244社から回答を得たアンケートの集計結果である。調査時点は2007年末である。
注：2以下の質問に対する回答である。

ａ．研究開発における連携戦略（他企業や大学、公的機関との）は、以前（5年程度）と比べてどのように変化してきていますか？
ｂ．貴社では,研究開発における連携を今後どのようにされる予定でしょうか？

ａ．5年前と比べた連携戦略の変化

民間企業における連携戦略の変化（2007年末時点）
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.130「イノベーションシステムに関する調査 第４部 基盤となる先端研究施設」

大学の施設 独立行政法人の施設 大型放射光施設

①研究設備の機
能・性能の維持・向
上

・先端研究施設の実験機器は
世界有数の水準を維持している
ものもあるが、その一方かなり
古いものもあり、機器の更新や
メンテナンスが大きな課題。

・例えば、ある機関では実験機器に
はかなり古いものがあり、メンテナ
ンスのできる企業の人材が非常に
限られている。交換部品も不足して
おり、他の同種の機器から部品取り
をしている場合もある。
・機器の性能面においては世界第
一級の水準が維持されている機関
もあるが、検出器、分析器などの周
辺の機器については、企業の実験
目的に対応したものが不足している
場合もある。

SPring-8は供用開始より10年以上
経過し、且つ受け入れ容量が限界
に達しつつあることから、施設側で
はスクラップアンドビルドが必要に
なっていると判断。またビームライン
の先端に位置する測定機器の増設
や更新などは毎年の経常的な予算
から支出されるが、維持費は削減傾
向にあるため、予算的な制約の中
で高度化するニーズにどのように対
応していくかが大きな課題。

②サービスを支える
支援人材の確保や
支援員のキャリア
アップといった人材
に関する問題

・先端的な施設を使いこなすた
めには、機器利用のための指
導などのサービスが必要である
ものの、施設の人員体制などの
面で限界にきているところがあ
ることが課題。
・特に自主事業を展開する場合
には、国の事業と異なって支援
員を雇用する財源確保が難し
い。
・現状では支援員の活動がアカ
デミアにおけるキャリアパスにつ
ながらないことがあげられてお
り、人材確保の障害となってい
るという指摘もあったが、各機関
からの要望を踏まえ、研究施設
の高度化に係る研究への従事
も可能になっている。
・一方、大学で共用制度を担当
している研究者にとっても自ら
の研究時間とのバランスをとっ
て共用事業を実施することが難
しいという問題がある。

・稼動状況の問題として、既に複数
の機関が人的に逼迫した状況。
・人員の逼迫のために、外部利用
事業に携わっている各機関の固有
の研究者も自身の研究活動と外部
利用事業への従事とのバランスを
とることが難しくなっている。
・ポスドクを支援員として当てる場合
は、本人としては論文作成などの機
会を失うこととなり、キャリアパスな
どの面で問題。ただし、外部利用事
業を実施するためには、ポスドク程
度若しくはそれ以上のノウハウがな
いと対応できない。

・サービスの担い手であるスタッフに
ついては充実。とはいえ、施設側で
は次のようなサービスの向上を課題
としており、それを実現していくため
には、支援スタッフ数が不足してい
る状況。
　▼ 利用者が施設に出かけなくても
よくするための実験代行サービスの
充実
　▼利用後のデータ分析・解析サー
ビスの実施
　▼同じ類の試料の大量・短時間測
定を行う定型試料ハイスループット
測定の実施
　▼申請後直ちに実験可能な共用
制度の運用（現状では申請から利
用まで最短で2週間程度かかってい
る状況への対応。）
・特定の利用者に施設運営資源を
集中投入することは共用促進法の
趣旨から困難であるとはいえ、研究
成果を最大化するためには「支援」
よりも「共同研究」レベル以上でのフ
ル関与が必要であり、そのために
は、SPring-8そのものの研究水準
やＲ＆Ｄ機能を高めることが必要。
論文の引用数などをみると研究内
容や論文の質はかなり高いものが
あるが、海外との競争などにおいて
長期的な問題もある。
・支援員については、大学や他の公
的研究機関と同様、ポスドク支援員
のキャリアにかかる問題がある。

大学の施設 独立行政法人の施設 大型放射光施設

③料金設定、資金
確保に関する課題

・国の事業がない場合において
は、料金を徴収して採算がとれ
る水準まで引き上げる必要。し
かし、そうすると民間企業にとっ
ては魅力が薄くなるという問題。
特に、企業の研究開発費の支
出決済の点から高い料金を支
払うことが難しくなり、利用が進
まない恐れが強い。
・大学側としては、機器利用の
ためのノウハウやサービスの内
容などを考えると、料金化できな
い部分もあるといった問題が発
生。

・料金設定と採算確保の問題につ
いてみると、成果非公開、成果公開
（独自利用制度）とも、外部収入の
運営費に対する割合は低い。
・企業の利用を拡大するためには、
施設側としても実験機器利用のた
めの指導やサービスの内容、利用
料金の設定などの面で採算をとれ
るような仕組みづくりが必要。しか
し、国の事業がない独自利用制度
の場合の料金設定と採算確保はき
わめて難しく、民間企業にとっては
魅力が薄くなる恐れが強い。

・SPring-8のような国内に一つしか
ない、国際的にも有数の施設につい
ては、維持等にも多大な費用がか
かるため、採算のとれる水準で料金
を設定するのは難しい。
・成果公開による利用については、
原則無償での利用となっており、こ
れは、我が国の科学技術の発展に
資する重要な施設であるためであ
る。

④外部利用制度の
周知に関する問題

・施設側としては、外部利用を推
進するためにさらなる広報活動
や推進体制の整備が必要。
・企業の研究者・技術者も事業
の存在を知らない場合も多い。

・外部利用制度の周知に関しては、
大学と同様の問題があり、ホーム
ページだけでなく、さまざまな機会
に情報を発信したり、応募の勧誘を
行ったりすることが必要。

・外部への周知の問題は、産業利
用推進室にコーディネーターが所属
しており、各分野の専門家が利用者
に対する啓発や相談に当たってい
る。このコーディネーター制度が民
間企業から敷居が高いと思われが
ちなSPring-8への橋渡し役を担って
おり、産業利用の拡大に寄与。

⑤実験滞在のため
の生活サービスに
ついての課題

・施設内に宿泊施設や食堂、生活
雑貨などの不備や整備水準が貧弱
なことがあげられている。

・施設に数日間に渡り滞在して研究
を行う際に問題となる生活サービス
については、質の高い滞在施設な
どが整備されており、他の施設と比
べてかなり充実しており、満足して
いるとの意見も多いが、一部の利用
者から不満の声もある。

研究施設利用促進に向けた施設側の課題一覧

注：文部科学省先端研究施設共用イノベーション事業を実施している施設のうち、8施設に対し調査を行ったもの。
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.130「イノベーションシステムに関する調査 第４部 基盤となる先端研究施設」

大学の施設 独立行政法人の施設 大型放射光施設

利用阻害
要因

・応募サイクルの長さ
・情報の秘匿（研究成果の公開
ルール、現場でのセキュリティ
確保の不十分さ）
・利用時間帯の制約
・設備機器の機能・性能
・申し込み頻度の少なさ（随時
ではないこと）
・利用料金（成果専有の場合
は、今後の料金水準の設定に
よっては利用するかどうか検討
するという意見も）

・研究の秘匿（成果公開ルール、
情報漏洩のリスクへの心配）
・募集時期・利用期間・利用時間
の制約（募集頻度の少なさ、設備
によっては研究プロジェクトの準
備段階だけで１～２年係るケース
もあり長期的な利用を見据えた制
度設計にする必要がある場合も
ある等）
・納期の遅さ（技術代行の場合）
・利用料金（成果専有の場合、こ
れ以上高くなると利用しないという
意見も一部にあり）

・募集時期・利用時間の制約
（募集頻度の少なさ（現状年２
回、この程度でよいという企業
もあり）、申し込みから機器利
用までの期間の長さ）
・申し込みの際の競争率の激し
さ（海外の同施設に比べれば
SPringｰ8の競争率は低いが）
・利用料金（今以上に料金が必
要なら利用しないという企業も）

利用促進
要因

＜さらに拡充してほしい点＞
・サービスの充実（事前のコン
サルティング、アフターケア等）
・大学による企業ネットワーク
の構築
＜今後への期待＞
・利用対象となる製造装置の拡
大
・装置の機能・性能の向上
・実施計画の作成から結果の
レポートまで一連の作業をパッ
ケージにしたサービスの実施

＜さらに拡充してほしい点＞
・成果を企業側がＰＲに利用
・利用者の声をひろうためのアン
ケートやインタビューを定期的に
実施
＜今後への期待＞
・機器の充実（人気のある機器の
混雑解消等）
・こうした制度を広く普及させる（例
えばベンチャー企業に宣伝を任せ
てみる等）

＜さらに拡充してほしい点＞
・実験時間の拡充
・トライアルユースの充実
・分析、依頼試験の容易化
・解析や解釈面での支援、助
言
・夜間、休日などの生活サービ
スの充実（満足しているという
企業もあり）

利用企業側からみた研究施設利用の阻害要因及び促進要因

注：文部科学省先端研究施設共用イノベーション事業を実施している施設のうち、8施設に対し調査を行ったもの。
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.130「イノベーションシステムに関する調査 第４部 基盤となる先端研究施設」

14件（造形）

0件（観察）

無回答(造形)

14件（観察）

2007年度 16件<14社>

2008年度 33件<30社>

2007年度 16件

2008年度 35件

2007年度

東京工業大学

2008年度

信州大学

名古屋大学

（電子ビームナノ構造造
形・観察）

（ナノカーボン・
デバイス試作・評価装置）

（超高圧電子
顕微鏡施設）

先端研究施設利用イノベーション創出事業において

民間企業が利用した課題数（大学の施設）

注：文部科学省先端研究施設共用イノベーション事業を実施している施設のうち、8施設に対し調査を行ったもの。
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2005年度 50件

2006年度 33件

2007年度 47件
先端研究施設共用イノベーション創出事業（ナ
ノテクノロジー・ネットワーク）

ナノテクノロジー総合支援プロジェクトの支援
実績独立行政法人産業技術総

合研究所

2007年度 15件

2008年度 22件

2007年度 12件

2008年度 12件

2007年度 13件(6)

2008年度 23件(12)

独立行政法人理化学研究
所　NMR基盤施設

独立行政法人海洋研究開
発機構　地球シミュレータ

独立行政法人日本原子力
研究開発機構高崎量子応
用研究所

2007年度 12件

2008年度 17件

2007年度 74件

2008年度 84件

2006年度 325件

2007年度 321件

独立行政法人理化学研究
所　NMR基盤施設

独立行政法人海洋研究開
発機構　地球シミュレータ

独立行政法人日本原子力
研究開発機構高崎量子応
用研究所

独自利用制度による外部利用（企業による利用）

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.130「イノベーションシステムに関する調査 第４部 基盤となる先端研究施設」

（ナノプロセシング施設）

注）大学、公的研究機関を合わせた全体の利用件数は、2005年度から順に135件、122件、180件となっている。

注）カッコ内はこのうち、産学官共同研究

先端研究施設利用イノベーション創出事業において民間企業が

利用した課題数（独法の施設）

注：文部科学省先端研究施設共用イノベーション事業を実施している施設のうち、8施設に対し調査を行ったもの。
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知的財産権に関するデータ
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国内大学等
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（我が国全体） 発明届出数と特許出願数

◆国内の大学等では、2005年度まで発明届出数は着実に

増加、特許出願数は特に著しく増加。その後若干の減少。

◆独法は特許出願数はほぼ横ばい。

◆米英では、年毎増減あるが一定範囲内で推移。

（我が国全体） 発明届出数と特許出願数

◆国内の大学等では、2005年度まで発明届出数は着実に

増加、特許出願数は特に著しく増加。その後若干の減少。

◆独法は特許出願数はほぼ横ばい。

◆米英では、年毎増減あるが一定範囲内で推移。

（我が国全体） 特許登録件数

◆大学等の登録件数は2004年度以降順調な増加傾向。

◆米英は年毎に増減があり全般的な増加傾向にはない。

（我が国全体） 特許登録件数

◆大学等の登録件数は2004年度以降順調な増加傾向。

◆米英は年毎に増減があり全般的な増加傾向にはない。

※独法の発明届出数は既存調査データからは把

握できなかった

（我が国全体） ライセンス件数と収入額

◆大学等のライセンシング件数、収入額とも全般に増加傾向。特に

件数は顕著に増加。

◆独法では、件数、収入額とも顕著に増加

（我が国全体） ライセンス件数と収入額

◆大学等のライセンシング件数、収入額とも全般に増加傾向。特に

件数は顕著に増加。

◆独法では、件数、収入額とも顕著に増加
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産学官連携と知財創出等の活動の趨勢

（４）知的財産の創出、管理活用

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORTNo.127 「イノベーションシステムに関する調査 第1部 産学官連携と知的財産の創出・活用」
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（書面調査の対象とする産学連携活動の活発な機関） 特許の共同出願件数と全出願に占める割合

◆国立大学では、件数は著しく増加、全出願数に占める割合も顕著に増加。

◆私立大学では、件数は2005年度まで着実に増加、全出願に占める割合も増加基調。

◆独法では、件数はほぼ横ばいだが、全出願に占める割合は増加基調。

（書面調査の対象とする産学連携活動の活発な機関） 特許の共同出願件数と全出願に占める割合

◆国立大学では、件数は著しく増加、全出願数に占める割合も顕著に増加。

◆私立大学では、件数は2005年度まで着実に増加、全出願に占める割合も増加基調。

◆独法では、件数はほぼ横ばいだが、全出願に占める割合は増加基調。

注： 出願人に大学または独法を含む特許を計上。ただし、ＪＳＴを出願人に含む出願は除外。横軸は出願日の年度を表す。公開特許公報のデータを用いて作成。

産学官連携と知財創出等の活動の趨勢

（４）知的財産の創出、管理活用（その２）

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORTNo.127 「イノベーションシステムに関する調査 第1部 産学官連携と知的財産の創出・活用」



49

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部 産学官連携と知的財産の創
出・活用」
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調査対象20機関

注： 全体は、5年累計で1件以上の実績を有する大学のみを加算。
日本の大学等：文部科学省「産学連携等実施状況調査」（平成15-19年度）のデータより、各年の機関別の調査結果を集計。
データは国内及び外国の数値をあわせたものを採用。

大学における特許登録件数の推移



50出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部 産学官連携と知的財産の創
出・活用」
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51出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部 産学官連携と知的財産
の創出・活用」
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大学における特許のライセンス件数の推移
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部 産学官連携と知的財産の創

出・活用」
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.127「イノベーションシステムに関する調査 第１部 産学官連携と知的財産の創
出・活用」
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人財に関するデータ
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注1：大学等は大学、短期大学、附置研究所を含む組織における研究本務者。公的機関・非営利団体の研究者は「主に研究に従事する者」。人数はHead Count。
2：一人当たり支援者数は、「研究補助者」「技能者」「研究事務その他の関係者」の合計を「支援者」として計算。
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・大学では研究本務者の規模に比べて支援人材が非常に少なく、研究者5人に1人程度。
・公的機関では、支援者数は横ばいだが、本務者数が減少傾向にあり、結果として研究者1人に対して1.1人程度を実現。

(人) (人)

研究支援者の充実

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.132「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 概要版 」



57出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.123「科学技術人材に関する調査～研究者の流動性と研究組織における人材多
様性に関する調査分析」

本務研究者
総数

転入者の数
転入者数に

占める
割合

転出者の数
転出者数に
占める割合

MRC 分子生物学研究所 206 62 30.1% 54 26.2%

自然科学研究機構基礎生物学研究所 112 24 21.4% 32 28.6%

ワシントン大学材料科学工学科 32 7 21.9% 10 31.3%

東京工業大学資源化学研究所 48 3 6.3% 7 14.6%

NIST（国立標準技術研究所）
ナノスケール科学研究センター

25 4 16.0% 2 8.0%

マックスプランク　コロイド・界面研究所（ポツダム） 179 58 32.4% 56 31.3%

物質･材料研究機構ナノテクノロジー基盤領域 131 18 13.7% 13 9.9%

JILA（コロラド大学とNISTの共同運営） 176 - - - -

京都大学　化学研究所 101 11 10.9% 15 14.9%

京都大学　基礎物理学研究所 25 4 16.0% 1 4.0%

フェルミ国立加速器研究所 342 30 8.8% 39 11.4%

高エネルギー加速器研究機構 381 42 11.0% 48 12.6%

基礎生物学
分野

ナノテク・材
料分野

物理学
融合領域

加速器・物
理学分野

本務研究者に占める転入者・転出者の割合
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･取り組み事例はあるものの（前ページ）、全体としては新たに採用された研究員・ポストドクターへの研究資
金面の支援を行っている大学の研究組織レベルは2割弱（「必ず実施」「概ね実施」の和」）

･部長・室長・教授クラスへの研究資金の支援状況は、約７割の組織が「必ず実施」「概ね実施」であり、主任
研究員・助教・講師クラスに対しても部長・室長・教授クラスと比較してやや少ないもののほぼ同様の割合の
組織が支援している。

新たに採用した人材に対する支援 研究資金

主任研究員・助教・講師クラス部長・室長・教授クラス 研究員・ポストドクター

注：本調査は自然科学系の研究組織（研究科、領域など）の長に対して実施したものである。
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若手のスタートアップのための環境整備

出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.132「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査 概要版 」
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出典：文部科学省 科学技術政策研究所 NISTEP REPORT No.133「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」
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新たに採用した人材に対する支援(部長・室長・教授クラスへの支援人材の配置)

1.0人程度(研究者1人に1人) 0.5人程度(研究者2人に1人) 0.3人程度(研究者3人に1人) 0.2人程度(研究者5人に1人) なし
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新たに採用した人材に対する支援(主任研究員・助手・助教・講師クラスへの支援人材の配置)

1.0人程度(研究者1人に1人) 0.5人程度(研究者2人に1人) 0.3人程度(研究者3人に1人) 0.2人程度(研究者5人に1人) なし
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新たに採用した人材に対する支援(ポストドクター・研究員クラスへの支援人材の配置)

1.0人程度(研究者1人に1人) 0.5人程度(研究者2人に1人) 0.3人程度(研究者3人に1人) 0.2人程度(研究者5人に1人) なし

新たに採用した教授クラス・助教クラス・ポストドクターへの支援人材の配置状況




